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Ⅰ 予 算 １件 ・平成２４年度奈良県一般会計補正予算（第１号）

Ⅱ 条 例 １０件 ・奈良県税条例の一部を改正する条例

・奈良県風致地区条例の一部を改正する条例

・奈良県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

・奈良県養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

・奈良県特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

・奈良県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

・奈良県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

・奈良県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例

・奈良県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条

例

・奈良県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例

Ⅲ 決 算 ２件 ・平成２３年度奈良県水道用水供給事業費特別会計決算の認定について

・平成２３年度奈良県病院事業費特別会計決算の認定について

Ⅳ 契約等 ６件 ・農道整備事業にかかる請負契約の変更について

・道路整備事業にかかる請負契約の変更について

・流域下水道事業にかかる請負契約の締結について

・奈良警察署整備工事にかかる請負契約の締結について

・和解及び損害賠償額の決定について

・奈良県住生活ビジョンの策定について

Ⅴ 報 告 ８件 ・公立大学法人奈良県立医科大学の経営状況の報告等公社等の経営状況の報告

６件

・平成２３年度公立大学法人奈良県立医科大学の業務の実績に関する評価結果の

報告について

・地方自治法第１８０条第１項の規定による専決処分の報告について

奈良県税条例の一部を改正する条例

県営住宅家賃の滞納者等に対する住宅明渡等請求申立てに関する訴訟事件に

ついて

合 計 ２７件

９月定例県議会提出議案の概要
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【 概 要 】

Ⅰ 予 算

１ 奈良県一般会計補正予算（第１号） 2,877,388千円

政策課題別内訳 (再掲除く) （単位：千円）
１ 紀伊半島大水害からの復旧・復興 179,523

２ 観光の振興 122,000

３ 雇用対策の推進 100,915

４ 農林業の振興 121,200

５ 医療の充実 10,800

６ 福祉の充実 246,201

８ 安全・安心の確保 25,745

９ 効率的・効果的な基盤整備 1,842,000

10 中南和・東部地域の振興 36,988

11 その他 192,016

財 源 内 訳 （単位：千円）
国 庫 支 出 金 1,269,151

特

定

繰 入 金 358,630

財

源 県 債 931,400

一 般 財 源 318,207

一般財源の内訳 （単位：千円）
地 方 交 付 税 318,207

予算の規模 （単位：千円）
補 正 後 予 算 総 額 473,558,388

当 初 予 算 比 0.6％増

前 年 度 同 期 比 4.7％減
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奈良県一般会計補正予算（第１号）の事業概要

（政策課題別）

（注）基金を活用した事業については、事業名欄に下記の基金略称を記載している。

基金略称 基金名

［障害者自立］ ････････ 障害者自立支援対策等臨時特例基金

［安心こども］ ････････ 安心こども基金

［医療再生] ････････ 地域医療再生基金

［緊急雇用] ････････ 緊急雇用創出事業臨時特例基金
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１ 紀伊半島大水害からの復旧・復興 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名道路災害関連事業 災害の再発を防止するため、災害復旧事業と併せて 千円実施 179,523 土 木 部高野天川線 天川村南日裏 (債務負担行為 道 路 管 理 課○25～○26 154,707)
２ 観光の振興 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名中南部地域の観光情報 旧耳成高校運動場跡地に設置される「まほろばキッ 千円発信力強化事業 チン」内の観光案内所の機能充実 5,900 観 光 局電子黒板、デジタルパンフレット表示装置の導入 ならの魅力創造課観光案内マニュアルの作成等奈良公園施設魅力向上事 放映型電子案内板の設置 50,000業 設置場所 近鉄奈良駅 設置台数 ８台県庁東交差点から大仏殿交差点までの歩道整備 102,500 まちづくり推進局52,500 奈 良 公 園 室○24 バス停移設、南側歩道整備等○25～○26 北側及び南側歩道整備等世界観光機関（ＵＮＷ 事務所移転に伴う改修経費及び事務所運営経費に対 13,600 観 光 局ＴＯ）アジア太平洋セン する補助等 国 際 観 光 課ター誘致事業
３ 雇用対策の推進 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名緊急雇用創出事業 緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用した一時的な 千円［緊急雇用］ 雇用・就業機会の創出 89,025 産業・雇用振興部県事業（各政策課題に再掲） ４事業 (債務負担行為 雇 用 労 政 課○25 163,913)就労困難者在宅就業支援 ひとり親家庭、障害者等就労困難者のＩＴを用いた事業 在宅就労を支援 11,890 産業・雇用振興部［安心こども］ 定員 45名（15名×３クラス） (債務負担行為 雇 用 労 政 課期間 ○24～○25 ○25 54,510)若年者県内雇用促進事業 新卒者等県内就職チャンス拡大事業（再掲） ［緊急雇用］ 1,863(債務負担行為○25 27,894)県内企業情報の収集・蓄積及び県内外の大学等への情報提供等 3,488 産業・雇用振興部若者県内企業マッチング支援事業 (債務負担行為 雇 用 労 政 課1,625(債務負担行為 ○25 6,375) ○25 34,269)県内企業による企業合同説明会の開催開催時期等 25年５月（大阪）、７月（京都）奈良県無料職業紹介所 奈良しごとｉセンターの無料職業紹介所機能を強化 1,630 産業・雇用振興部ネットワーク拡充事業 するため、就職応援サイト「ジョブならネット」を (債務負担行為 雇 用 労 政 課（再掲） ［緊急雇用］ 充実 ○25 6,615)
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４ 農林業の振興 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名柿集出荷施設整備事業 本県産柿の品質向上を図るため、西吉野柿統合選果 千円場脱渋施設の整備に対し補助補 助 先 五條市 121,200 農 林 部事業主体 奈良県農業協同組合 農業水産振興課補 助 率 国1/2間接整備内容 保温庫180t増設（240t→420t）
５ 医療の充実 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名県立病院地方独立行政 県民に良質な医療を提供するため、柔軟で効率的な 千円法人制度導入検討事業 運営体制の構築に向け、奈良病院及び三室病院への 10,800 医 療 政 策 部［医療再生］ 地方独立行政法人制度の導入を検討 医 療 管 理 課
６ 福祉の充実 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名障害者自立支援特別対策 障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、施設等 千円事業 の基盤整備を充実 240,201 健 康 福 祉 部［障害者自立］ 障 害 福 祉 課工賃向上推進事業 障害者の工賃向上を目指し、地域のアンテナショップを核とした複数事業所の共同による販路拡大や売れる商品の開発等 2,000 健 康 福 祉 部国10/10 障 害 福 祉 課委託先 北和地域１カ所 中南和地域２カ所訪問看護支援事業 複数の訪問看護ステーションの連携促進及び事務の簡素化・効率化を図るため、モバイル端末を活用した記録システムを充実 4,000 健 康 福 祉 部国10/10 長 寿 社 会 課委託先 奈良県訪問看護ステーション協議会
７ 学びの支援 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名児童生徒の問題行動等対 いじめ問題に対応するため、問題行動等で困難を抱 千円策事業（再掲） える学校に「学校サポーター」を追加配置 17,675 教 育 委 員 会［緊急雇用］ 小学校 ８名 中学校 12名 生徒指導支援室



- 5 -

８ 安全安心の確保 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名児童福祉施設等の給食 保育所の給食に対する放射性物質検査を実施する市 千円の安全・安心確保推進事 町村に対し補助 6,714 こども・女性局業 ［安心こども］ 子 育 て 支 援 課学校給食モニタリング 学校給食に対する放射性物質検査を実施 1,200 教 育 委 員 会事業 国10/10 保 健 体 育 課安全安心まちづくり活動 犯罪多発地域等におけるパトロールの実施 66,232支援事業（再掲） 活動体制 50名 (債務負担行為 警 察 本 部［緊急雇用］ 活動期間 平成24年12月～平成25年11月 ○25 123,029)交番整備事業 （仮称）九条交番の整備 4,851業務開始予定 平成25年６月 (債務負担行為 警 察 本 部○25 26,691)取調べの録音・録画装 取調べの録音・録画の試行が拡充されることに伴置整備事業 い、録音・録画装置を整備 12,980 警 察 本 部国1/2整備台数 10台
９ 効率的・効果的な基盤整備 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名道路改良事業 国道168号 小平尾バイパス（生駒市）、上庄バイ 千円パス（平群町）、辻堂バイパス（五條市）国道169号 高取バイパス（高取町） 1,341,000 土 木 部国道309号 丹生バイパス（下市町） 道 路 建 設 課国道311号（十津川村）大和郡山広陵線（大和郡山市、安堵町）交通安全施設整備事業 国道165号（橿原市） 153,000 土 木 部道路・交通環境課街路改良事業 城廻り線（大和郡山市） 348,000 まちづくり推進局地域デザイン推進課
10 中南和・東部地域の振興 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名携帯電話等エリア整備事 携帯電話の不感地域解消を目的とした携帯電話用基 千円業 地局を整備する市町村に対し補助補助先 御杖村、野迫川村、十津川村（２地区） 36,988 総 務 部東吉野村（４地区） 情報システム課補助率 国2/3間接
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11 その他 担 当 部 局事 業 名 事 業 内 容 金 額 ・課 室 名法蓮町公舎撤去事業 安全管理及び防犯上の観点から、本年３月をもって 千円全戸空き家となった法蓮町公舎を解体撤去 52,440 総 務 部公舎12棟の解体撤去、ネットフェンス設置等 管 財 課紀伊半島大水害被災補償 紀伊半島大水害により被災した建設機械器具の補償 138,196 土 木 部道 路 建 設 課警察本部業務関連事業 高田警察署における押収車両破損事件にかかる和解 1,380 警 察 本 部に伴う損害賠償金
【債務負担行為補正】

追 加 （単位：千円）担 当 部 局事 項 期間・限度額 補 正 理 由 ・課 室 名就労困難者在宅就業支援事業 平成２５年度 事業期間の確保のため［安心こども］ 産業・雇用振興部にかかる契約 （再掲） 54,510 雇 用 労 政 課若年者県内雇用促進事業にか 平成２５年度 事業期間の確保のため［緊急雇用］ 産業・雇用振興部かる契約 （再掲） 34,269 雇 用 労 政 課奈良県無料職業紹介所ネット 平成２５年度 同 上 産業・雇用振興部ワーク拡充事業にかかる契約 6,615 雇 用 労 政 課（再掲）道路災害関連事業にかかる契 平成２５年度から 工期を確保するため 土 木 部約（高野天川線） （再掲） 平成２６年度まで 道 路 管 理 課154,707交番整備事業にかかる契約 平成２５年度 同 上 警 察 本 部（再掲） 26,691安全安心まちづくり活動支援 平成２５年度 事業期間の確保のため［緊急雇用］ 警 察 本 部事業にかかる契約 （再掲） 123,029
変 更 （単位：千円）期 間 ・ 限 度 額 担 当 部 局事 項 補 正 理 由現 行 補 正 後 ・課 室 名公共土木施設災害復旧事 平成２５年度 平成２５年度から 工期を確保するため 土 木 部業にかかる契約 3,544,000 平成２６年度まで 砂 防 課4,144,000
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Ⅱ 条 例

１ 奈良県税条例の一部を改正する条例

地方税法の改正に伴い、知事が奈良県税条例又は同条例に基づく規則の規定により行う不利益

処分又は申請により求められた許認可等を拒否する処分について、奈良県行政手続条例の規定に

基づき理由を示すこととするため、所要の改正をしようとするものである。

施行期日 平成２５年１月１日

２ 奈良県風致地区条例の一部を改正する条例

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

の一部の施行に伴う国土交通省関係政令等の整備等に関する政令の施行による風致地区内におけ

る建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定める政令の改正に伴い、条例の規制の対象と

なる風致地区を面積が10ヘクタール以上であって、２以上の市町村の区域にわたるものに変更す

る等のため、所要の改正をしようとするものである。

施行期日 規則で定める日（一部 公布の日）

３ 奈良県軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

の施行による社会福祉法の改正に伴い、軽費老人ホームの設備及び運営の基準を定めようとする

ものである。

施行期日 平成２５年４月１日

４ 奈良県養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

の施行による老人福祉法の改正に伴い、養護老人ホームの設備及び運営の基準を定めようとする

ものである。

施行期日 平成２５年４月１日

５ 奈良県特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

の施行による老人福祉法の改正に伴い、特別養護老人ホームの設備及び運営の基準を定めようと

するものである。

施行期日 平成２５年４月１日

６ 奈良県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

等の施行による介護保険法の改正に伴い、指定居宅サービス等の人員、設備及び運営の基準等を

定めようとするものである。

施行期日 平成２５年４月１日

７ 奈良県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

等の施行による介護保険法の改正に伴い、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準等

を定めようとするものである。

施行期日 平成２５年４月１日
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８ 奈良県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

の施行による介護保険法の改正に伴い、介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基

準を定めようとするものである。

施行期日 平成２５年４月１日

９ 奈良県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

等の施行による介護保険法の改正に伴い、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等を定めよう

とするものである。

施行期日 平成２５年４月１日

10 奈良県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

の施行による健康保険法等の一部を改正する法律の規定によりなおその効力を有するものとされ

る同法の規定による改正前の介護保険法の改正に伴い、指定介護療養型医療施設の人員、設備及

び運営の基準を定めようとするものである。

施行期日 平成２５年４月１日

Ⅲ 決 算

１ 平成２３年度奈良県水道用水供給事業費特別会計決算の認定について

〔収益的収支〕 〔資本的収支〕

収 入 1 1,4 3 3,8 7 6 千円 収 入 3,1 0 6,6 6 2 千円

支 出 9,1 7 3,9 1 5 千円 支 出 1 0,1 3 5,6 4 7 千円

収支差引 2,2 5 9,9 6 1 千円 収支差引 △ 7,0 2 8,9 8 5 千円

（当期損益 2,1 2 2,8 4 6 千円） （過年度損益勘定留保資金等により補てん）

２ 平成２３年度奈良県病院事業費特別会計決算の認定について

〔収益的収支〕 〔資本的収支〕

収 入 2 0,5 3 6,6 8 5 千円 収 入 1,5 9 3,9 6 0 千円

支 出 2 0,1 4 6,5 2 5 千円 支 出 2,6 9 7,8 3 6 千円

収支差引 3 9 0,1 6 0 千円 収支差引 △ 1,1 0 3,8 7 6 千円

（当期損益 3 8 8,5 8 6 千円） （過年度損益勘定留保資金等により補てん）
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Ⅳ 契約等

１ 農道整備事業にかかる請負契約の変更について

奈良東部広域農道整備事業（仮称）中之庄トンネル工事

請負契約名 大成建設・村本建設・山上組特定建設工事共同企業体

代表者 大成建設株式会社 奈良営業所

工 事 期 間 契約締結の日から平成２６年１月６日まで

変 更 前

契 約 金 額 2,342,133,150円

工 事 期 間 契約締結の日から平成２６年１月６日まで

変 更 後

契 約 金 額 2,423,290,800円

２ 道路整備事業にかかる請負契約の変更について

一般国道168号地域連携推進事業（国道改築）工事

請負契約名 奥村組・中尾組特定建設工事共同企業体

代表者 株式会社 奥村組 奈良営業所

工 事 期 間 契約締結の日から平成２５年３月２３日まで

変 更 前

契 約 金 額 1,695,747,900円

工 事 期 間 契約締結の日から平成２５年３月２３日まで

変 更 後

契 約 金 額 1,681,298,850円

３ 流域下水道事業にかかる請負契約の締結について

大和川上流流域下水道事業第２処理区 第二浄化センター高段ポンプ棟建設

工 事 名

（電気設備）工事

工 事 場 所 北葛城郡広陵町萱野

１ 工 事 期 間 契約締結の日から平成２７年３月２０日まで

契 約 金 額 543,730,950円

大阪市中央区瓦町四丁目２番１４号

契約の相手方 明電プラントシステムズ株式会社 西日本支店

支店長 有 坂 克

大和川上流流域下水道事業第２処理区 第二浄化センター高段ポンプ棟建設

工 事 名

（機械設備）工事

工 事 場 所 北葛城郡広陵町萱野

２ 工 事 期 間 契約締結の日から平成２７年３月２０日まで

契 約 金 額 1,041,882,450円

大阪市中央区谷町５－３－１７

契約の相手方 株式会社 丸島アクアシステム

取締役社長 島 岡 秀 和
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４ 奈良警察署整備工事にかかる請負契約の締結について

工 事 名 奈良警察署整備工事（建設工事）

工 事 場 所 奈良市大森町

工 事 期 間 契約締結の日から平成２６年７月３１日まで

契 約 金 額 1,099,077,000円

契約の相手方 山上・尾田特定建設工事共同企業体

代表者 奈良市鳥見町１丁目１番地３

株式会社 山上組

代表取締役 山 上 雄 平

５ 和解及び損害賠償額の決定について

高田警察署における押収車両破損事件にかかる和解及び損害賠償額の決定

損害賠償額 1,379,115円

６ 奈良県住生活ビジョンの策定について

奈良県の住宅・住生活を取り巻く様々な課題の中、特に重点的に取り組みが必要な三つの重点

課題について、その課題解決に向けた方針及び具体的施策を取りまとめ、奈良県の県行政に関す

る基本的な計画等を議会の議決すべき事件として定める条例に基づき、議決を求めるもの

Ⅴ 報 告

１ 公立大学法人奈良県立医科大学の経営状況の報告について

２ 財団法人奈良県健康づくり財団の経営状況の報告について

３ 公益財団法人奈良県生活衛生営業指導センターの経営状況の報告について

４ 奈良市場冷蔵株式会社の経営状況の報告について

５ 社団法人奈良県野菜価格安定基金の経営状況の報告について

６ 奈良生駒高速鉄道株式会社の経営状況の報告について

７ 平成２３年度公立大学法人奈良県立医科大学の業務の実績に関する評価結果の報告について

８ 地方自治法第１８０条第１項の規定による専決処分の報告について

・奈良県税条例の一部を改正する条例

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律の改正に伴い、

条文の整備を行うための所要の改正

平成２４年６月３０日専決

・県営住宅家賃の滞納者等に対する住宅明渡等請求申立てに関する訴訟事件について

（ 申立件数 ３件 ）


